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１． 本論文の主旨 
 本論文は、佐藤政権期に内閣調査室（新設時は内閣総理大臣官房調査室、以下、内
調）が 1960 年代に取り組んだ核問題研究に焦点を合わせ、そこに結集した学者グループ
が非核政策の形成に果たした役割を解明することを目的としている。内閣直属の情報機
関として、情勢分析や政策提言の機能を担った内調の研究分析に関わった学者・専門家
グループは国際政治学における現実主義の立場を取る人が多く、本論文では現実主義
者、もしくは知識人などと表現している。佐藤政権期の核問題研究については、1990 年代
半ばから内調や外務省などの関連文書の一部がメディア報道で明らかになったが、まだ
その全容は明らかになっていない。本論文は、内調が学者グループに委託した調査報告
書などの非公開文書、当時の関係者の証言や記録など、独自に発掘、収集した資料を基
に、佐藤政権期の非核政策の形成過程を実証的に跡付けることが主な内容となってい
る。 
 本論文は内調が新設された1952年から、佐藤首相がノーベル平和賞を受賞して非核政
策が一つの結実をみた 1974 年までの時期を対象としている。内調は吉田政権期に情勢
分析をも任務とするインテリジェンス組織として新設されたが、これまで実証的な研究がほ
とんどなく、本論文では、内部資料と証言などを土台に、内調という組織の創設過程や人
的ネットワークの解明をまず行っている。そこでは、設立にいたった政府内の構想や動機、
米国との関係などが詳細に分析されるとともに、内調の情勢分析作業に関わった学者グ
ループがどのような人脈で形成されたかにも焦点が合わせられている。情報機関としての
内調の組織や機能を実証的に解明することで、本論文は、内調には世論対策などの「ブ
ラック・プロパガンダ」的な業務があったとみられ、1960年代の核政策研究では学者ら知識
人を集めた「官製シンクタンク」の側面が強かったと論じている。それを踏まえて、論文の後
半では、佐藤政権期に入り、中国の核実験を契機に本格化した核問題研究の一環として、
内調が学者グループに委託した研究の経緯や内容、それが佐藤政権の非核政策形成に
果たした役割を検証している。そして、「核四政策」や NPT 参加のような包括的な核政策
の策定に際しては、官僚組織ではなく、学者を中心とした知識人グループの役割が大きか
ったことを立証している。 
 
２． 本論文の構成と概要 
 本論文の構成は以下の通りである。 
 
序章 「官製シンクタンク」の非核提言 
 １．研究の意義と目的 
 ２．先行研究 
 ３．構成と史資料 
第 I部 内閣調査室の組織研究 
第1章 内閣直属の新情報機関構想 
１． はじめに 
２． 「日本情報機関の父」吉田茂 
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３． 言論統制への懸念 
４． 後退した緒方構想 
５． 村井初代室長更迭の衝撃 
６． CIA との蜜月関係 
７． 小括 
第2章 内閣調査室の中国事情調査 
１． はじめに 
２． 映画「日本列島」の世界 
３． ４つの内調創設案 
４． 設立後 1年の活動検証 
５． 引揚者からの中国情報 
６． 弘報活動とは何か 
７． 小括 
第3章 内閣調査室の知識人人脈 
１． はじめに 
２． 原点の旧制東京高等学校 
３． 進歩的文化人批判 
４． 「学生土曜会」への接近 
５． 首相密使と総合雑誌の編集者 
６． 「現実主義者」との協力 
７． 小括 
第 II部 内閣調査室の非核政策研究 
第4章 非核政策の萌芽と若泉論文 
１． はじめに 
２． 機関誌『調査月報』の創刊 
３． 原子力潜水艦寄港反対運動 
４． 池田政権期の核政策論議 
５． 中国初の核実験と若泉論文 
６． 核政策研究の意味 
７． 小括 
第5章 非核政策の構築と首相献策 
１． はじめに 
２． 「有志の会」の中国核論議 
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３． 審議員会議の情勢判断 
４． 国会論戦の中の非核三原則 
５． 「核四政策」と非核決議 
６． 17種類の核政策報告書 
７． 小括 
第6章 非核政策の確立と「核保有研究」 
１． はじめに 
２． 「カナマロ会」の核政策研究 
３． 「カナマロ会」報告書の作られ方 
４． NPT調印の最終局面 
５． まとまりを欠いた意見 
６． 核不拡散へのノーベル平和賞 
７． 小括 
終章 非核政策の実像と課題 
 １．遅れた日中復交への対応 
 ２．核持ち込みの告発 
 ３．結論 
 
 以上の目次からわかるように、本論文は大きく二つの部分からなっている。第 I 部では、
内閣調査室の組織や業務、歴史を解明し、その特徴を明らかにしている。 
まず、第 1 章では、1952 年 4 月の独立直前に新設された内閣総理大臣官房調査室が、
吉田茂首相や緒方竹虎官房長官、村井順初代室長らの思惑が交錯する中で組織を整え
ていく過程が実証的に再構成されている。政府が掲げる情報機関構想は戦前の情報局を
想起させ、言論統制を恐れるメディアから批判を浴びた。そこで、内調は次第に弘報宣伝と
調査分析に活動の重点を移していったが、当時の新聞報道や元内調幹部・志垣民郎の日
記や証言に基づいて、首相直属の情報機関としての位置づけを検証している。 
第 2 章では、内調を長年取材したジャーナリスト吉原公一郎が入手した内部資料に基づ
き、1952年 4月の内調発足前に政府内で検討された新設案を紹介する。また、設立後 1年
の活動を記録した内部資料から業務内容や特徴を詳細に分析している。それを踏まえて、
初期に力を入れていた中国事情の調査や弘報活動の中身を明らかにする。内調が最も重
視したのは日本の共産化を防ぐことであり、主な調査対象は中国とソ連であった。近年、吉
田の中国に対する「逆浸透」構想に関する研究が進んでいるが、内調が取り組んだ中国引
揚者への聞き取りはその具体的な一例であり、日米が情報を共有したことが強調される。 
第 3 章は、内閣調査室が築いた知識人人脈の分析に焦点を当てる。内調で文化担当と
なった志垣民郎は、当時の進歩派知識人を批判しつつ、若泉敬や矢部貞治ら戦前に連な
る「オールド・リベラリスト」を多く含む知識人人脈を構築した。戦後日本の知的状況の中で、
こうした試みが歴代保守政権を支えた知識人の思想や人脈の形成に与えた影響について
考察している。当時の関係者の記録や伝記などを幅広く渉猟し、戦前にまで遡って、人脈
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の形成過程を詳細に分析している。 
第 II 部では、内調の核問題研究に焦点を合わせ、中国の核兵器開発を背景として形成
された佐藤政権の非核政策、すなわち非核三原則の表明や NPT 署名・批准問題との関連
を検討している。 
第 4章では、内閣調査室の機関誌『調査月報』の記事データに基づいて、池田政権期か
ら佐藤政権期にかけて、日本政府における核政策論議が台頭した経緯を分析している。ビ
キニ事件後、原水爆禁止運動が盛り上がり、池田政権期に米原子力潜水艦寄港反対問題
が浮上したことで、内調では核問題の委託研究に力を入れることになった。さらに、中国の
核実験で核問題研究が本格化するが、その中心的なものとして、内調の求めに応じて若泉
敬が作成した報告書を詳細に分析し、アメリカの「核の傘」の必要性などの提言内容と、
1965年 1月の日米首脳会談での佐藤首相の発言との関連性を検討している。 
第 5 章では、政治学者の矢部貞治や元防衛研究所所長の佐伯喜一が、1967 年 3 月に
佐藤首相に直接具申した非核政策報告書が分析の焦点となる。沖縄返還交渉が進展し、
核問題が争点化した 1967～68 年に、非核三原則や「核四政策」など今日まで受け継がれ
ている非核政策が構築された。矢部と佐伯の報告書を含め、内調が作成した核政策の報
告書は 17 種類に上るが、そのうち 10 種類がこの時期に作成された。こうした報告書に加え、
歴代内閣の国会答弁の分析などを資料に、佐藤政権期に非核三原則が政策パッケージと
して作られた過程が実証的に解明されている。 
第 6章では、永井陽之介、蠟山道雄らのグループによる 1968年と 70年の 2冊の報告書
を検証している。永井・蠟山らの報告書は、技術、組織、財政、戦略、外交、政治上の諸問
題を考慮し、日本の核開発を否定した内閣調査室の核政策研究の集大成であった。日本
の NPT 署名（1970 年）直前に作成された同報告書は、安全保障環境の現実を国民に説い
て、非核政策を定着させようとする狙いがあったことが指摘される。また佐藤は退任後、核拡
散防止への貢献などを理由にノーベル平和賞を受賞するが、その受賞演説の作成にも学
者グループが関わった。その記録の分析から、非核政策の定着や規範化に向けた「現実主
義」知識人グループの試みが強調される。 
 
３． 口述試験での質疑応答 
 
 本論文審査委員会は申請者から提出された学位請求論文を査読し、2017 年 12 月 13 日
に 2時間余りにわたり口述試験を実施した。主たる論点や指摘点は以下の通りである。 
 ・内閣調査室は基本的に情報機関として出発し、現在にいたっているが、その研究調査
活動に焦点を合わせ、「官製シンクタンク」の側面を強調することは実態に合致するのか。
本論文が主として当時文化部門を担当し、調査研究業務を実施した関係者の証言や内部
資料に依拠しているため、バランスを欠いた面はないか。また、内調の性格や業務が時系
列的に変化したところはあるのか。現在の状況との比較を含め、内調の全体像を示した上
で、「官製シンクタンク」としての活動を位置付ける必要がある。 
 ・第 I 部でインテリジェンス研究の一環として内調の組織や機能に関する分析を提示して
いるが、第 II 部の非核政策の分析では、「官製シンクタンク」としての性格が強調される。こ
の二つの側面をいかに統合的に分析し、説明できるか。 
 ・論文では、「知識人」という言葉が「学者」や「ブレーン」などと混用されているが、その定
義を明確に示した方がよい。とりわけ、政治や権力との関係性が焦点となる場合、知識人の
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あり方をめぐる議論にも目を配り、より丁寧な概念や用語の選択が必要である。 
 ・大変詳細な実証的な分析だが、こうした内調の核政策研究を取り巻く時代的背景や政
治状況の提示がやや不十分である。 
 ・佐藤政権の非核政策に対する評価の記述で矛盾する表現が見られるが、その意味を明
確にすべきである。 
 ・日本の非核政策の形成やその意義について、この論文は先行研究に何を新しい知見と
して付け加えるのか。その点をもっと明確に提示した方がよい。 
 
 口述試験では、以上のような指摘や質問に関して回答が示され、修正すべき点について
は、最終提出までに修正することとなった。審査委員会は修正意見に対する対応表とともに、
修正が適切になされたことを確認した。 
 
４． 評価と審査結果 
 
 以上のように、口述試験でいくつかの問題点が指摘されたが、本論文が高い実
証性を持ち、日本の非核政策の研究に独創的な貢献をなす論考である点では
審査委員の評価が一致した。論文全体を通して、申請者が収集した資料を駆
使した分析や記述が大部分を占めており、先行研究など二次文献への依拠は
限定的である。とりわけ、内閣調査室の設立当初からの関係者の証言や内部資
料を多く発掘したことで、本論文の内容は歴史学的に大きな意義をもっている。
内閣調査室という組織については包括的な先行研究は皆無に等しい。その中で、
多くの新資料を渉猟し、内調の組織や業務などを実証的に整理したことは、日
本のインテリジェンス研究の観点からも高く評価できる。また、佐藤政権の非核政
策の分析が本論文の主たるテーマだが、その点でも内調を中心とした学者グ
ループの役割を実証的に解明したことで、非核政策の形成過程をめぐる論議に
大きく貢献している。佐藤政権の非核政策については近年メディア報道などでそ
の一端が断片的に知られているが、本論文によって、内調の関わりに限定されて
いるという問題はあるが、現時点で最も包括的な実証研究の成果が示されたとい
える。こうした実証的な作業を踏まえて、佐藤政権の非核政策そのものにどのよう
な政策論的かつ歴史的な評価を与えるかという問題には考察がやや不十分であ
り、今後の課題として残っている。  
 以上の通り、審査委員会は、口述試験の内容を踏まえ、論文に関して総合的
な審査を行った結果、博士学位請求論文として基準を十分に満たしているもの
と判断し、全会一致で博士号の授与を提案する。  
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